
（単位：円）

資産の部 負債の部

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

現金及び預金 206,841,147 預り補助金等 11,200,383

未収金 4,493 未払給付金 198,200

未収収益 5,195,112 未払金 19,801,523

その他の流動資産 558,354 預り金 712,823

引当金

流動資産合計 212,599,106 賞与引当金 1,038,986 1,038,986

流動負債合計 32,951,915

Ⅱ 固定資産

無形固定資産 Ⅱ 固定負債

ソフトウェア 22,777,193 引当金

退職給付引当金 4,401,702 4,401,702

無形固定資産合計 22,777,193

責任準備金 18,250,924

投資その他の資産 固定負債合計 22,652,626

投資有価証券 3,797,083,658

負債合計 55,604,541

投資その他の資産合計 3,797,083,658

固定資産合計 3,819,860,851 純資産の部

Ⅰ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 2,671,806,466

積立金 607,233,902

当期未処分利益 697,815,048

（うち当期総利益） (697,815,048)

利益剰余金合計 3,976,855,416

純資産合計 3,976,855,416

貸借対照表（感染救済勘定）

（平成２３年３月３１日現在）

資産合計 4,032,459,957

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額 科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

負債・純資産合計 4,032,459,957



（単位：円）

経常費用

感染救済給付金 10,540,440

保健福祉事業費 86,700,694

その他業務費

人件費 17,172,081

減価償却費 8,237,060

退職給付費用 1,879,858

賞与引当金繰入 401,227

不動産賃借料 4,413,216

その他経費 26,977,463 59,080,905

一般管理費

不動産賃借料 1,103,304

その他経費 2,502,752 3,606,056

経常費用合計 159,928,095

経常収益

拠出金収入 692,563,300

補助金等収益 98,805,117

責任準備金戻入 4,973,991

財務収益

有価証券利息 49,071,003 49,071,003

雑益 12,329,732

経常収益合計 857,743,143

経常利益 697,815,048

当期純利益 697,815,048

当期総利益 697,815,048

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

損益計算書（感染救済勘定）
（自　平成２２年４月１日　至　平成２３年３月３１日）



(単位：円)

金　　　　　　　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

感染救済給付金支出 △ 10,540,440

保健福祉事業費支出 △ 86,621,034

人件費支出 △ 17,900,716

補助金等の精算による返還金の支出 △ 3,400,643

その他の業務支出 △ 40,218,829

補助金等収入 110,005,500

拠出金収入 692,563,300

その他の収入 13,170,773

小計 657,057,911

利息の受取額 47,981,782

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 705,039,693

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △ 696,946,000

無形固定資産の取得による支出 △ 793,800

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 697,739,800

Ⅲ　資金増加額 7,299,893

Ⅳ　資金期首残高 199,541,254

Ⅴ　資金期末残高 206,841,147

科　　　　　　　目

キャッシュ・フロー計算書（感染救済勘定）
（自　平成２２年４月１日　至　平成２３年３月３１日）



Ⅰ　当期未処分利益
　　　　当期総利益

Ⅱ　利益処分額
　　　　積立金

利益の処分に関する書類
（感染救済勘定）

697,815,048

697,815,048 697,815,048

697,815,048

（単位：円）
項　　　　　　目 金　　　　　　　額



（単位：円）

Ⅰ　業務費用
(1) 損益計算書上の費用

感染救済給付金 10,540,440
保健福祉事業費 86,700,694
その他業務費 59,080,905
一般管理費 3,606,056 159,928,095

(2) （控除）自己収入等
拠出金収入 △ 692,563,300
責任準備金戻入 △ 4,973,991
財務収益 △ 49,071,003
雑益 △ 12,329,732 △ 758,938,026
業務費用合計 △ 599,009,931

Ⅱ　引当外賞与見積額 △ 186,313

Ⅲ　行政サービス実施コスト △ 599,196,244

金　　　額科　　　目

（自 平成２２年４月１日　至 平成２３年３月３１日）

行政サービス実施コスト計算書（感染救済勘定）



感染救済勘定 

 

注 記 
 
Ⅰ．重要な会計方針 

 

当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的債券 

償却原価法(定額法)によっております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間(5 年)に基

づいております。 

 

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員等の翌期賞与支給見込額のうち当期発生分を計上しております。 

ただし、当該支給見込額のうち、国庫補助金により財源措置がなされる分については、引

当金を計上しておりません。 

 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括償却することとしておりま

す。 

 

５．責任準備金の計上基準 

将来の救済給付金の支払に備えるため、独立行政法人医薬品医療機器総合機構法(平成 14

年法律第 192 号)第 30 条の規定により、業務方法書で定めるところによる金額を計上してお

ります。 

 

６．消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

 

 

Ⅱ．重要な会計方針の変更 

 

資産除去債務に係る会計処理の適用 

当事業年度より、改訂後の独立行政法人会計基準（「独立行政法人会計基準」及び「独立

行政法人会計基準注解」（独立行政法人会計基準研究会（平成 22 年 10 月 25 日改訂）））に基

づき、資産除去債務に係る会計処理を適用しております。 

これによる損益及び純資産に与える影響はありません。 

 

 

  



感染救済勘定 

 

 

Ⅲ．注記事項 

 

１．貸借対照表注記 

(1)  金融商品の時価等に関する注記 

① 金融商品の状況に関する事項 

預金は、決済用預金としております。 

また、資金運用については、公社債等に限定しており、投資有価証券は独立行政法人

通則法第 47 条の規定等に基づき、公債、財投機関債及び A 格以上の社債のみを保有し

ており、株式等は保有しておりません。 

 

② 金融商品の時価等に関する事項 

決算日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

（単位：円） 

区    分 
貸借対照表 
計 上 額 

決算日における

時     価 
差  額 

ア．現金及び預金 206,841,147 206,841,147 0
イ．有価証券及び投資有価証券 3,797,083,658 3,896,880,000 99,796,342

 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

ア．現金及び預金 

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

イ．有価証券及び投資有価証券 

これらの時価は、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお

ります。 

また、有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

 

1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：円） 

区    分 
貸借対照表 
計 上 額 

決算日における

時     価 
差    額 

時価が貸借対照表計上

額を超えるもの 
2,900,065,578 3,008,750,000 108,684,422

時価が貸借対照表計上

額を超えないもの 
897,018,080 888,130,000 △8,888,080

合    計 3,797,083,658 3,896,880,000 99,796,342

  



感染救済勘定 

 

 

2) 満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

（単位：円） 

区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内
5 年 超 
10 年以内 

10 年超 

国債 0 0 400,000,000 0
政府保証債 0 0 1,800,000,000 0
地方債 0 600,000,000 0 0
事業債 0 0 200,000,000 0
財投機関債 0 0 500,000,000 0
特殊債 0 300,000,000 0 0

合  計 0 900,000,000 2,900,000,000 0

 

(2)  引当外賞与見積額 

国庫補助金から充当されるべき賞与の見積額     401,227 円 

 

２．損益計算書注記 

(1)  保健福祉事業費は、先天性の傷病の治療に際して血液製剤を投与され C 型の肝炎ウイル

スに感染した者であって重篤である者に対する QOL（Quality of Life）向上のための調査研究

事業のために要した費用であり、調査協力謝金等で構成されております。 

 

(2)  拠出金収入は、救済業務を行うための財源として、医薬品等の製造販売業者等から納付さ

れる収入であります。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書注記 

資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金    206,841,147 円 

資金期末残高    206,841,147 円 

 

４．資産除去債務注記 

当機構は、不動産賃借契約に基づき、事務所退去時における原状回復に係る債務を有して

おりますが、当該債務に関連する賃借資産の実質的な使用期間は明確ではありません。 

また、独立行政法人通則法第３０条第１項の規定に基づき、厚生労働大臣に認可された中

期計画を達成するため、同法第３１条第１項により定め、厚生労働大臣に届け出た平成２２

年度計画において、第二期中期目標期間中は事務所移転を行わないことが定められているこ

とから、事務所移転の時期については未確定な状況であります。 

従って、当該債務の履行時期を予測することは困難であり、資産除去債務を合理的に見積

もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

５．退職給付引当金注記 

(1)  採用している退職給付制度の概要 

当機構は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

  



感染救済勘定 

 

 

(2)  退職給付債務に関する事項 

（単位：円） 

区    分 平成 23 年 3 月 31 日現在 

① 退職給付債務        5,103,338
② 未認識数理計算上の差異 △701,636
③ 退職給付引当金（①+②） 4,401,702

 

(3)  退職給付費用に関する事項 

（単位：円） 

区    分 
平成 22 年 4 月 1 日 
～23 年 3 月 31 日 

① 勤務費用 427,642
② 利息費用 124,730
③ 数理計算上の差異の費用処理額 1,327,486
④ 退職給付費用（①+②+③） 1,879,858

 

(4)  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

区    分 平成 23 年 3 月 31 日現在 

割引率 1.9％ 
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
数理計算上の差異の処理年数 １年 

数理計算上の差異は、発生の

翌事業年度に一括償却するこ

ととしております。 

 

 

Ⅳ．重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅴ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 
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